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３．事業の実施状況 

 
平成27年度福井県計画に規定した事業について、令和２年度計画終了時における事業の

実施状況を記載。 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【№1（介護分）】 

介護施設等整備事業  

【総事業費】 

117,697 千円 

事業の対象 

となる区域 

福井・坂井圏域、丹南圏域 

 

事業の実施

主体 

福井県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

□継続／☑終了 

背景にある 

医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 

アウトカム指標：介護 5施設（特養、老健、介護療養型医療施設、特

定施設入居者生活介護、認知症高齢者グループホーム）の定員総数を、

令和 3年 3月末 11,402 人（+165 人）に増床する。 
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事業の内容 

（ 当 初 計

画） 

① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 

整備予定施設数 

認知症高齢者グループホーム：18床(1 ヵ所) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：18床(2 ヵ所) 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：8ヵ所 

介護予防拠点：17 ヵ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

整備予定施設数 

認知症高齢者グループホーム：18床(1 ヵ所) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：18床(2 ヵ所) 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：8ヵ所 

介護医療院：１６床（1ヶ所） 

 

③既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

 既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改

修を行うため等の支援を行う。 

 

④新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、介護施設等へ配布す

る消毒液等の卸・販社からの一括購入、介護施設等の消毒、 介護施設等の簡

易陰圧装置・換気設備の設置にかかる補助支援、衛生・防護用品の備蓄 を行

う。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 施設サービス                  

（床、括弧内は施設数） 

種別 令和元年度 令和２年度 

特別養護老人ホーム 5,520(113) 5,520(113) 

認知症高齢者グループホーム 1,343(104) 1,342(104) 

介護予防拠点  (3) (17) 

② 地域密着型サービス  

          （人／年分、括弧内は施設数） 

種別 令和元年度 平成２年度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 3,468(13) 3,468(13) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 2,694(14) 2,694(14) 
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アウトプット

指標（達成値） 

① 地域密着型サービス等                  

（括弧内は施設数） 

種別 令和元年度 令和２年度 

介護予防拠点 (3) (12) 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

            （床、括弧内は施設数） 

種別 令和元年度 令和２年度 

介護医療院 ―(―) 16(1) 

③介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

            （床、括弧内は施設数） 

種別 令和元年度 令和２年度 

多床室のプライバシー保護ための改修 ―(―) 36(1) 
 

事業の有効

性・効率性 

介護 5施設（特養、老健、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介

護、認知症高齢者グループホーム）の令和 3 年 3 月 31 日現在 定員総

数 11,317 人(前年対比+81 人) 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備により介護 5施設（特養、老健、介

護療養型医療施設、特定施設入居者生活介護、認知症高齢者グループホ

ーム）の定員総数が 11,317 人に増加し、高齢者が地域において、安心

して生活できる体制の構築が図られた。 

（２）事業の効率性 

地域密着型サービスの事業者選定については公募を必須とした他、建

設会社等を決定する際には入札を行う等、手続について行政の手法を紹

介することで一定の共通認識のもとで施設整備を行い、事業全体の効率

化を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.2（介護分）】 

成年後見講座開催事業 

【総事業費】 

551 千円 

事業の対象となる区域 福井・坂井、奥越、丹南、嶺南 

事業の実施主体 福井県 

（（福）福井県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

☐継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴う成年後見制度

の需要拡大に対応するため、弁護士等の専門職だけでなく、市

民が後見人を担う体制づくりを構築する必要がある。 

アウトカム指標：地域で成年後見人として活動できる市民を

増やす。 

事業の内容（当初計画） 介護サービスの利用援助・身上監護等の支援を行い、地域で成

年後見人として活動できる市民後見人等を市町と連携して養

成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

成年後見講座の開催（講座参加者 100 人／年） 

アウトプット指標（達成

値） 

成年後見講座の開催（講座参加者 340 人／年） 

事業の有効性・効率性 観察できた 

県内全域から、多数の方が成年後見制度に関心を示し、講座に

参加した。 

（１）事業の有効性 

成年後見制度に関心がある方や、相談を受ける機会の多い福

祉関係者等に対して講座を行うことで、成年後見制度の利用

促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

成年後見制度に深い知識を有し、日常生活自立支援事業の実

施主体である（福）福井県社会福祉協議会に事業を委託するこ

とで、効率的に事業が実施できた。 

その他  

 

 

 

 

 


